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はじ靖に   

昨今の誅早湾の干拓地に対する世論の高まりなど、従来の農林業関連の公共番  

茶に対しては、環境との調和や単なる食糧増産機能のみならず多面的な機能（表  

－1参照、文献［3】）をも考慮した費用対効果による適正な予算配分や効用の最  

大化、シーリング、事業優先度など、公共投資の柔軟性が求められてきている。  

褒－1．農業の多面的機能と効果の例  

農産物の生産効果 一農産物の安定供給 等  

農薬所得向上効果一農業所得の形成、雇用機会の  
創出、．資産の維持 等  
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国土口地域の保全、居住環境の  
保全、生物多様性の維持 等  
盈観保全、みどり資源、オープ  う
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蛸観を蚤   

農董酒造改善事案を含む公共事業の効果を評価（アセスメント）する場合、事  

案の袋寂評価として事後的にとらえる事後評価と、事案に対する投資の妥当性を  

検討するために事前的にとらえる事前評価とがある。   

公共審其の評価の最大の目的は、限られた公的予算の効率的な執行にあるとい  

える。したがって、最終的には予算執行後の事後評価よりも、予算執行以前の事  

前評価に重きが置かれるべきである。しかしながら、事後評価は、既に実施して  

いる事案の検証、今後の新規事案の事前評価への反映などを行うためにも必要で  

あるといえ、事前評価に劣らず重要であるともいえる。  
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全国農薬会話所では、最近の「地域農業基礎確立農業櫓造改善事案」地域連携  

システムの 且00事例について、審美概要と専業効果を整理している（文献［1コ）。   

本鼠タデイでは、同資料の記蔑事項をベースに、専業地区ごとに実施済及び実  

施計画の容英資を累計し、担い手農家の所得向上頗（取組み後の予測値一取組み  

前）を効果項目とする簡単なテストを行った（図－1参照）。事業費と所得向上  

効果にはほぼ正相関が認められるものの、担い手農家数が減少して所得向上のな  

い事例や、農家数や農業所得の過大な増加を見込んでいる事例等が散見された。  
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図－1．農業構造改善事業地区を対象とした事業費と所得向上効果の関係   

3・問題点の把握と今螢の検討農塵   

個別の記載事項についての検証を加えていないため、考察に当たっては慎重を  

要するが、下記のような留意点が示唆されており、今後の検討課題としたい。  

①実施済の事業計画書について事業内容及び効果項目、目標設定などの精査を慎重  
に行う必要があること、  

②事業内容に応じた耐用年数等対象期間全体で評価すべきであること、  

③農業所得については、その設定過程を明示するとともに、農家所得の追跡調査な  
どモニタリングが困難な情報に基づく評価にならざるを得ないこと、  

④農業構造改善事業以外にも並行して施行された各種整備事業など、初期事業費以  
外の費用（国・県・自治体の費用負担、農家側の自己負担分、ランニングコスト等）  
を事業投資故に含めて評価していく必要があること、  

⑤過去の事業投資故については、現在価値に換算する必要があること   

結びにかえて  
本スタディで取り上げた農業構造改善事業は、農業・農村の環境整備のために  

幅広く活用されてきており、単なる食糧生産や所得，・資産形成のみならず、農村  
地域の福祉・厚生の増大にもー定の寄与をしてきた。また、事業内容が広範なた  
め、事業効果の受益者は農家にとどまらず、周辺の地域住民、交流施設への入込  

客、さらには国民にまで及ぶものも考えられる。同事業を始め、あらゆる公共事  

業に対しては、国民の合意が得られる客観的な評価手法の確立と運用が求められ  

ており、今後、OR手法の果たす役割が期待される分野のひとつと言えよう。  
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